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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用すべき子会社及び関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載してお

りません。 

        ４．純資産額の算定にあたり、第12期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 32,994,551 38,068,932 44,661,629 67,937,096 78,909,316 

経常利益（千円） 2,268,033 2,488,822 3,958,360 3,766,465 5,134,664 

中間（当期）純利益（千円） 854,070 1,272,686 2,094,474 1,776,523 2,511,291 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 8,332,798 8,338,628 8,346,306 8,335,740 8,341,315 

発行済株式総数（株） 1,420,611 1,421,369 1,422,110 1,420,999 1,421,613 

純資産額（千円） 21,142,685 23,412,680 26,331,352 22,071,020 24,629,956 

総資産額（千円） 34,615,494 37,067,345 41,081,244 36,132,557 39,652,888 

１株当たり純資産額（円） 14,882.81 16,471.92 18,515.69 15,532.05 17,325.36 

１株当たり中間（当期）純利益

金額（円） 
601.25 895.45 1,473.09 1,250.53 1,766.86 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額（円） 
597.23 884.65 1,455.77 1,237.01 1,744.98 

１株当たり配当額（円） － － － 150.00 200.00 

自己資本比率（％） 61.1 63.2 64.1 61.1 62.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
2,853,149 1,995,220 3,730,349 5,593,183 5,595,371 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,133,780 △2,407,213 △2,455,494 △3,322,950 △5,645,229 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△490,762 △857,872 △624,839 △1,455,379 △1,202,999 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
6,351,734 4,643,997 5,319,394 5,913,862 4,669,379 

従業員数 

(外、平均臨時従業員数)（人） 

1,776 

(10,885) 

1,798 

(13,142) 

1,765 

(16,760) 

1,769 

(11,384) 

1,754 

(13,985) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１.従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は、当中間会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しており

ます。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社に労働組合はありません。なお、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  平成19年9月30日現在

従業員数（人） 1,765 (16,760) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における日本経済は、堅調な企業業績や設備投資を背景に総じて緩やかな成長基調で推移しまし

た。一方で、原油や食品原材料の価格高騰が個人消費へ影響する可能性があり、景気の先行きには一部不透明感も出

てきております。 

 当社が属するスペシャルティ コーヒー市場におきましても、業種業態を超えた出店立地や商品開発における競争

が続いております。また、優秀な人材確保の困難化や首都圏を中心とした地価の上昇に伴う賃料の高騰等、外部環境

の変化に伴う課題も顕在化しています。 

 このような状況のもと当社は、当社の強み及び特長であります「最高のコーヒー」「くつろげる空間」「パートナ

ーによる魅力的なサービス」を生かした「サードプレイス(お客様の職場と家庭との間にあって、いつでも安心して

くつろげる第三の場所)」を一貫して提供し、事業拡大と内部基盤の充実に努めてまいりました。 

  

 当中間会計期間に販売した主な新商品として、ドリンクでは、国産の高品質な小豆を贅沢に使用した「AZUKI クリ

ーム フラペチーノ®」、コーヒー豆では、深みのあるコクが特長の「リフトバリー ブレンド」と、フルーティでさ

っぱりとした風味の「オーシャンサイド ブレンド」の２種類のコーヒーなどが挙げられます。 

  フードでは、素材自体の風味を生かし、栄養バランスに配慮した新たな商品群である「Wellness Selection」を

５月に、朝食の時間帯にフォーカスした商品群を９月にそれぞれ発売し、多様化するライフスタイルやニーズに対応

すべく取り組みました。その中では、豆乳と全粒粉を使用したヘルシーな「豆乳バナナマフィン」や、化学調味料を

使用せず、野菜が持つ素材本来の風味をお楽しみいただける「ベジタブル サンドイッチ」などが好調に推移しまし

た。 

  MD商品では、トロピカルなデザインのタンブラーや、透明感のある涼しげなデザインの「ウォーターボトル」な

ど、期間限定で販売した個性的なデザインの商品群が好調なセールスを記録しました。また、音楽CDでは、アメリカ

において、米国スターバックスがコンコードレコードと共同で設立したスターバックス独自の音楽レーベル

「Hear Music」の第一弾アルバムとして、ポール・マッカートニーの「memory almost full」が６月に全世界の店舗

で同時にリリースされました。 

  

 一方、店舗展開においては、既存店のポートフォリオを勘案しつつ資本収益性を重視した投資を継続して行い、41

店舗の新規出店（うちライセンス４店舗）、５店舗の退店を行った結果、当中間会計期間末における店舗数は722店

舗（うちライセンス15店舗）となりました。ドライブスルー併設店舗や病院内への出店に加え、７月には、高知県第

１号店となる「高知あぞの店」、東京湾アクアラインに「海ほたるパーキングエリア店」を出店するなど、多様な地

域・立地への店舗展開を行いました。高知県への出店により、当社は42都道府県へ出店を果たしたことになります。 

  

  2005年９月に販売を開始した、サントリー株式会社と米国スターバックスにより開発されたＲＴＤ

（Ready To Drink）コーヒー製品「スターバックス ディスカバリーズ®」においては、９月までに「シアトル（ラ

テ）」、「ミラノ（エスプレッソ）」、「クァンディ（キャラメル）」の３つのフレーバーを46都道府県で販売し、

セールスも好調に推移しております。本事業の主体はサントリー株式会社と米国スターバックスですが、当社は米国

スターバックスと別途契約を結び、サービスフィーを享受しております。本事業はブランド認知の広がりと共に、

徐々にではありますが、収益面についても貢献しつつあります。 

  

 以上の活動の結果、売上高は44,661百万円（前年同期比17.3％増）となりました。既存店売上高は、昨年11月に実

施したドリンクの価格改定等に伴う客単価の向上により、2005年８月以来26ヶ月連続で前年同月比プラスを達成し、

新規出店と共に増収に寄与しました。 

  既存店売上高前年同月比の推移は以下の通りであります。 

 月   ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 当中間会計期間累計

 既存店  売上高 102.7％ 100.3％  105.2％  101.5％ 104.6％ 104.2％  103.2％ 

 前年同月比  取引件数 97.9％ 96.4％  99.7％  96.8％  99.4％  98.2％  98.1％ 

   客単価 105.0％ 104.0％  105.4％  104.9％  105.3％  106.1％  105.2％ 



  売上総利益は32,204百万円（同18.3％増）、売上総利益率は72.1％（同0.6ポイント増）となりました。昨年11月

に実施した価格改定や一部資材の調達先変更等により、売上総利益率は前年比で改善となりました。 

  販売費及び一般管理費については、店舗賃借料の対売上高比率が低下したことや、店舗ならびに本社経費のコント

ロールの徹底等により、販売費及び一般管理費率は63.4％（同1.6ポイント減）となりました。 

  その結果、営業利益は3,903百万円（同58.5％増）、経常利益は3,958百万円（同59.0％増）、中間純利益は2,094

百万円（同64.6％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末より650百万円増加

し、5,319百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における営業活動による資金の増加は3,730百万円（前年同期比1,735百万円増）となりました。

これは、税引前中間純利益の増益に加え、前渡金の支出が減少したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動による資金の減少は2,455百万円（同48百万円増）となりました。これは、主

に新規出店、既存店の改修を主目的とする有形固定資産の取得による支出2,333百万円、保証金の差入による支出

682百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における財務活動よる資金の減少は624百万円（同233百万円減）となりました。これは、主に長

期借入金の返済と配当金の支払によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 該当事項はありません。 

(2) 受注状況 

 当社は主に一般顧客を対象とした店舗販売を行っているため記載を省略しております。 

(3) 販売実績 

①  品目別販売実績 

  当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、以下のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

②  地域別店舗数及び売上高 

  当中間会計期間の地域別店舗数及び売上高は、以下のとおりであります。 

品目 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

売上高(千円) 売上構成比(％) 前年同期比(％) 

店舗販売       

ビバレッジ 33,632,848 75.3 116.1 

ペストリー 7,142,714 16.0 117.2 

コーヒー豆 1,521,777 3.4 106.6 

コーヒー器具等 1,636,302 3.7 131.0 

店舗販売計 43,933,643 98.4 116.4 

その他 727,985 1.6 215.7 

合計 44,661,629 100.0 117.3 

地域 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

店舗数 売上高(千円) 売上構成比(％) 前年同期比(％) 

店舗販売         

北海道 15 790,605 1.8 124.1 

岩手県 3 160,944 0.4 126.5 

宮城県 11 659,303 1.5 118.1 

秋田県 2 110,411 0.2 108.4 

福島県 3 137,941 0.3 133.0 

茨城県 9 635,473 1.4 118.8 

栃木県 13 788,173 1.8 115.3 

群馬県 6 471,134 1.1 127.4 

埼玉県 33 2,037,228 4.6 117.6 

千葉県 35 1,941,746 4.3 106.8 

東京都 223 14,153,045 31.7 109.4 

神奈川県 65 3,919,397 8.8 114.6 

 



 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の店舗数には、当中間会計期間において売上高を計上した店舗数を示しており、当中間会計期間におけ

る閉店等により、当中間会計期間末直営店舗数(707店舗)とは相違しております。 

地域 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

店舗数 売上高(千円) 売上構成比(％) 前年同期比(％) 

新潟県 6 356,173 0.8 117.9 

富山県 2 109,669 0.2 113.1 

石川県 6 368,114 0.8 149.2 

福井県  1 88,382 0.2 112.6 

山梨県 3 128,370 0.3 135.8 

長野県 5 408,855 0.9 116.1 

岐阜県 4 169,776 0.4 195.8 

静岡県 16 1,062,096 2.4 174.7 

愛知県 44 2,557,308 5.7 112.1 

三重県 6 361,512 0.8 134.1 

滋賀県 6 381,265 0.9 142.9 

京都府 16 1,241,054 2.8 116.8 

大阪府 56 3,375,701 7.6 113.1 

兵庫県 26 1,579,610 3.5 129.7 

奈良県 5 282,205 0.6 102.0 

和歌山県 3 153,598 0.3 144.1 

岡山県 6 393,863 0.9 118.9 

広島県 10 563,893 1.3 109.8 

山口県 1 54,281 0.1 112.4 

香川県 5 265,712 0.6 141.9 

愛媛県 2 153,156 0.3 290.3 

高知県  2 68,366 0.2 － 

福岡県 27 1,791,792 4.0 115.1 

佐賀県  2 138,261 0.3 200.5 

長崎県 4 207,374 0.5 115.4 

熊本県 9 426,802 1.0 116.6 

大分県 6 323,364 0.7 111.3 

宮崎県  3 175,071 0.4 922.0 

鹿児島県  2 179,603 0.4 126.1 

沖縄県 10 762,999 1.7 123.0 

計 712 43,933,643 98.4 116.4 

その他 － 727,985 1.6 215.7 

合計 － 44,661,629 100.0 117.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間会計期間における主要な設備の増加は、次のとおりであります。 

  （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は、新規開店店舗の従業員数のみ記載しており、臨時従業員は含まれておりません。 

３．全ての建物を賃借しております。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

(2)前事業年度末における設備計画等のうち、当中間会計期間において完了したものは、「１ 主要な設備の状況」

の項に記載のとおりであります。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
(人) 建物及び

構築物 
(千円) 

工具器具
及び備品 
(千円) 

差入保証金
(千円) 

合計 
(千円) 

池袋サンシャイン通り

店他  

（東京都他） 

店舗 

（新規出店37店舗）  
790,624 336,164 370,442 1,497,231 74 

町田東急ツインズ店他 

 (東京都他） 

店舗 

（改修15店舗）  
71,395 41,229 － 112,624 － 

  合計 862,019 377,394 370,442 1,609,856 74 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普 通 株 式 4,800,000 

計 4,800,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普 通 

株 式 
1,422,110 1,423,752 

大阪証券取引所 

（ニッポン・ニュー・マー

ケット－「ヘラクレス」） 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式 

計 1,422,110 1,423,752 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

（平成13年２月28日臨時株主総会決議） 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,337 3,784 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 6,500 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年３月１日から 

平成23年２月28日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    6,500 

資本組入額   3,250 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株引受権を付与され

た者は、権利行使時にお

いても当社の取締役又は

使用人の地位であること

を要する。 

 また、原則として、行

使期間中に取締役又は使

用人の地位を喪失した場

合でも地位喪失時の属す

る月の末日より３ヶ月以

内において権利行使する

ことができる。 

 さらに、新株引受権を

付与された者が行使期間

中に死亡した場合には、

相続人は死亡時より６ヶ

月以内に限り権利行使す

ることができる。 

 その他の条件について

は、当社と付与対象取締

役及び使用人との間で締

結する新株引受権付与契

約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、担保権の設定は行

うことができない。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  



②旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成14年６月25日定時株主総会決議） 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 5,392 5,355 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,392 5,355 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 30,500 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月26日から 

平成24年６月24日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   30,500 

資本組入額  15,250 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、権利

行使時においても当社の

使用人の地位であること

を要する。 

 また、当社の使用人の

地位を喪失した場合でも

地位喪失時の属する月の

末日より３ヶ月以内にお

いて権利行使することが

でき、使用人の地位を離

れた後、直ちに当社の取

締役又は監査役に就任し

たときは、当該取締役又

は監査役の地位を有する

間、権利行使することが

できる。 

 さらに、新株予約権者

が行使可能期間中に死亡

した場合には、相続人は

死亡時より６ヶ月以内に

限り権利行使することが

できる。 

 その他の条件について

は、当社と割当対象者と

の間で締結する新株予約

権割当契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切の

処分は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  



（平成15年６月24日定時株主総会決議） 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 4,587 4,566 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,587 4,566 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,980 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月25日から 

平成25年６月23日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   12,980 

資本組入額  6,490 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、権利

行使時においても当社の

使用人の地位であること

を要する。 

 また、当社の使用人の

地位を喪失した場合でも

地位喪失時の属する月の

末日より３ヶ月以内にお

いて権利行使することが

でき、使用人の地位を離

れた後、直ちに当社の取

締役又は監査役に就任し

たときは、当該取締役又

は監査役の地位を有する

間、権利行使することが

できる。 

 さらに、新株予約権者

が行使可能期間中に死亡

した場合には、相続人は

死亡時より６ヶ月以内に

限り権利行使することが

できる。 

 その他の条件について

は、当社と割当対象者と

の間で締結する新株予約

権割当契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切の

処分は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  － 



（平成16年６月22日定時株主総会決議） 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 6,156 6,137 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,156 6,137 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 28,870 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月23日から 

平成26年６月21日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   28,870 

資本組入額  14,435 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、権利

行使時においても当社の

使用人の地位であること

を要する。 

 また、当社の使用人の

地位を喪失した場合でも

地位喪失時の属する月の

末日より３ヶ月以内にお

いて権利行使することが

でき、使用人の地位を離

れた後、直ちに当社の取

締役又は監査役に就任し

たときは、当該取締役又

は監査役の地位を有する

間、権利行使することが

できる。 

 さらに、新株予約権者

が行使可能期間中に死亡

した場合には、相続人は

死亡時より６ヶ月以内に

限り権利行使することが

できる。 

 その他の条件について

は、当社と割当対象者と

の間で締結する新株予約

権割当契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切の

処分は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  



（平成17年６月24日定時株主総会決議） 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 7,010 6,998 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,010 6,998 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 30,650 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月25日から 

平成27年６月24日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   30,650 

資本組入額  15,325 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、権利

行使時においても当社の

使用人の地位であること

を要する。 

 また、当社の使用人の

地位を喪失した場合でも

地位喪失時の属する月の

末日より３ヶ月以内にお

いて権利行使することが

でき、使用人の地位を離

れた後、直ちに当社の取

締役又は監査役に就任し

たときは、当該取締役又

は監査役の地位を有する

間、権利行使することが

できる。 

 さらに、新株予約権者

が行使可能期間中に死亡

した場合には、相続人は

死亡時より６ヶ月以内に

限り権利行使することが

できる。 

 その他の条件について

は、当社と割当対象者と

の間で締結する新株予約

権割当契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切の

処分は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  



(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．発行済株式総数及び資本金等の増加は、新株予約権の行使によるものであります。 

２．平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,642

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ6,205千円増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日 

～平成19年９月30日 

 （注）１ 

497 1,422,110 4,991 8,346,306 4,991 10,921,366 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社サザビーリーグ  東京都渋谷区元代々木町49－13 570,000 40.08 

エスシーアイ・ベンチャーズ・ 

エス・エル 

 （常任代理人 ゴールドマン・ 

サックス証券会社東京支店） 

PLAZA RUIZ PICASSO, S/N TORRE PICASSO, 

SPAIN PLANTA MADRID 28020 SPAIN  

 （東京都港区六本木６－10－１  

   六本木ヒルズ森タワー）  

570,000 40.08 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11   6,934 0.48 

野村信託銀行株式会社（投信

口）   
東京都千代田区大手町２－２－２ 4,457 0.31 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社(信託口)    
東京都港区浜松町２－11－３   3,982 0.28 

クレディ・スイス証券株式会社  
東京都港区六本木１－６－１ 

泉ガーデンタワー  
3,160 0.22 

マネックス証券株式会社  東京都千代田区丸の内１－11－１  2,683 0.18 

メロンバンクトリーティー 

クライアンツオムニバス 

 （常任代理人 香港上海銀行東京 

  支店） 

ONE BOSTON PLACE, BOSTON, 

MASSACHUSETTS,02108 U.S.A.  

 （東京都中央区日本橋３－11－１） 

2,196 0.15 

  資産管理サービス信託銀行株式会

社（年金特金口） 

東京都中央区晴海１－８－12 晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟 
1,923 0.13 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社(B口管理信託）   
東京都港区浜松町２－11－３   1,825 0.12 

計 － 1,167,160 82.07 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が42株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数42個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,422,110 1,422,110 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 1,422,110 － － 

総株主の議決権 － 1,422,110 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 55,200 57,700 57,800 57,500 56,500 54,700 

最低（円） 51,600 52,100 55,000 53,200 51,500 52,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   4,144,392     4,320,402     4,169,550    

２．売掛金   2,408,953     3,078,070     2,862,337    

３．有価証券   499,605     998,992     999,180    

４．たな卸資産   1,504,465     1,428,080     1,331,659    

５．その他   2,827,730     3,211,405     3,003,920    

６．貸倒引当金   △19,423     △23,352     △27,123    

流動資産合計     11,365,724 30.7   13,013,599 31.7   12,339,525 31.1 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   6,863,992     7,777,066     7,443,857    

(2）工具器具及び 
備品   2,802,096     3,120,269     3,075,047    

(3）その他   385,178     377,599     363,115    

有形固定資産合計   10,051,267   27.1 11,274,935   27.4 10,882,020   27.4 

２．無形固定資産   831,991   2.2 856,106   2.1 893,735   2.3 

３．投資その他の資産                    

(1）差入保証金   13,298,090     14,562,288     14,136,495    

(2）その他   1,595,962     1,450,063     1,473,925    

(3）貸倒引当金   △75,690     △75,749     △72,814    

投資その他の資産
合計   14,818,361   40.0 15,936,602   38.8 15,537,606   39.2 

固定資産合計     25,701,621 69.3   28,067,645 68.3   27,313,362 68.9 

資産合計     37,067,345 100.0   41,081,244 100.0   39,652,888 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   1,460,587     1,844,105     1,710,702    

２．一年内返済予定長
期借入金   701,000     1,501,000     901,000    

３．未払金   1,693,843     1,690,153     2,960,453    

４．未払費用    2,128,153     3,322,395     2,341,329    

５．未払法人税等   1,395,318     1,886,553     1,740,745    

６．賞与引当金   922,619     266,172     325,506    

７．その他 ※２ 1,795,417     1,999,683     1,871,813    

流動負債合計     10,096,938 27.2   12,510,064 30.4   11,851,550 29.9 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   3,390,500     1,889,500     2,840,000    

２．役員退職慰労引当
金   114,876     268,206     267,331    

３．その他   52,350     82,120     64,050    

固定負債合計     3,557,726 9.6   2,239,826 5.5   3,171,381 8.0 

負債合計     13,654,664 36.8   14,749,891 35.9   15,022,932 37.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１. 資本金     8,338,628 22.5   8,346,306 20.3   8,341,315 21.0 

２. 資本剰余金                    

(1）資本準備金   10,913,688     10,921,366     10,916,375    

資本剰余金合計     10,913,688 29.5   10,921,366 26.6   10,916,375 27.6 

３. 利益剰余金                    

(1）その他利益剰余
金 

                   

  繰越利益剰余金   3,884,016     6,932,774     5,122,622    

利益剰余金合計     3,884,016 10.5   6,932,774 16.9   5,122,622 12.9 

株主資本合計     23,136,334 62.5   26,200,448 63.8   24,380,313 61.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１. 繰延ヘッジ損益     276,346 0.7   130,904 0.3   249,642 0.6 

評価・換算差額等合
計 

    276,346 0.7   130,904 0.3   249,642 0.6 

純資産合計     23,412,680 63.2   26,331,352 64.1   24,629,956 62.1 

負債純資産合計     37,067,345 100.0   41,081,244 100.0   39,652,888 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     38,068,932 100.0   44,661,629 100.0   78,909,316 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,845,533 28.5   12,457,098 27.9   22,630,253 28.7 

売上総利益     27,223,399 71.5   32,204,530 72.1   56,279,063 71.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     24,760,878 65.0   28,300,805 63.4   51,237,413 64.9 

営業利益     2,462,520 6.5   3,903,725 8.7   5,041,649 6.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１   71,962 0.1   118,520 0.3   204,597 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   45,660 0.1   63,884 0.1   111,583 0.1 

経常利益     2,488,822 6.5   3,958,360 8.9   5,134,664 6.5 

Ⅵ 特別損失 ※3,5   126,967 0.3   158,896 0.4   433,260 0.5 

税引前中間（当
期）純利益     2,361,854 6.2   3,799,464 8.5   4,701,403 6.0 

法人税、住民税 
及び事業税   1,244,659     1,714,951     2,525,240    

法人税等調整額   △155,490 1,089,168 2.9 △9,961 1,704,989 3.8 △335,129 2,190,111 2.8 

中間（当期）純利
益     1,272,686 3.3   2,094,474 4.7   2,511,291 3.2 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

繰延ヘッ
ジ損益 

評価・換
算差額等
合計 資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益

剰余金 
利益剰余
金合計 

繰越利益剰

余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
8,335,740 10,910,800 10,910,800 2,824,480 2,824,480 22,071,020 － － 22,071,020 

中間会計期間中の変動額                  

新株の発行 2,888 2,888 2,888     5,777     5,777 

剰余金の配当（注）       △213,149 △213,149 △213,149     △213,149 

中間純利益       1,272,686 1,272,686 1,272,686     1,272,686 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
            276,346 276,346 276,346 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
2,888 2,888 2,888 1,059,536 1,059,536 1,065,314 276,346 276,346 1,341,660 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
8,338,628 10,913,688 10,913,688 3,884,016 3,884,016 23,136,334 276,346 276,346 23,412,680 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

繰延ヘッ
ジ損益 

評価・換
算差額等
合計 資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益

剰余金 
利益剰余
金合計 

繰越利益剰

余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
8,341,315 10,916,375 10,916,375 5,122,622 5,122,622 24,380,313 249,642 249,642 24,629,956 

中間会計期間中の変動額                  

新株の発行 4,991 4,991 4,991     9,983     9,983 

剰余金の配当       △284,322 △284,322 △284,322     △284,322 

中間純利益       2,094,474 2,094,474 2,094,474     2,094,474 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
            △118,738 △118,738 △118,738 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
4,991 4,991 4,991 1,810,152 1,810,152 1,820,135 △118,738 △118,738 1,701,396 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
8,346,306 10,921,366 10,921,366 6,932,774 6,932,774 26,200,448 130,904 130,904 26,331,352 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

繰延ヘッ
ジ損益 

評価・換
算差額等
合計 資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益

剰余金 
利益剰余
金合計 

繰越利益剰

余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
8,335,740 10,910,800 10,910,800 2,824,480 2,824,480 22,071,020 － － 22,071,020 

事業年度中の変動額                  

新株の発行 5,575 5,575 5,575     11,150     11,150 

剰余金の配当（注）       △213,149 △213,149 △213,149     △213,149 

当期純利益       2,511,291 2,511,291 2,511,291     2,511,291 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
            249,642 249,642 249,642 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
5,575 5,575 5,575 2,298,141 2,298,141 2,309,292 249,642 249,642 2,558,935 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
8,341,315 10,916,375 10,916,375 5,122,622 5,122,622 24,380,313 249,642 249,642 24,629,956 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税引前中間（当期）
純利益 

  2,361,854 3,799,464 4,701,403 

減価償却費   1,166,632 1,383,640 2,570,304 

貸倒引当金の増加・
減少（△）額 

  2,578 △835 7,401 

賞与引当金の増加・
減少（△）額 

  597,167 △59,333 53 

役員退職慰労引当金
の増加額 

  3,246 874 155,701 

受取利息及び受取配
当金 

  △2,264 △6,153 △6,120 

支払利息   29,666 24,422 56,486 

為替差損益   △2,024 88 △730 

有形固定資産除却損   32,137 51,321 126,404 

減損損失   87,374 102,154 107,071 

売上債権の増加(△）
額 

  △154,405 △215,732 △607,789 

たな卸資産の増加
（△）額 

  △315,854 △96,421 △143,047 

前渡金の増加
（△）・減少額  

  △507,156 △15,207 3,266 

その他資産の増加
（△）額 

  △21,290 △148,186 △615,727 

仕入債務の増加額   30,593 133,402 280,709 

未払金の増加・減少
(△)額 

  △693,574 △762,744 232,424 

未払消費税等の増加
額 

  123,703 28,553 239,767 

その他負債の増加額   454,822 1,090,805 732,766 

その他   △488 － △4,421 

小計   3,192,719 5,310,113 7,835,924 

利息及び配当金の受
取額 

  2,264 6,153 5,997 

利息の支払額   △31,871 △25,737 △60,543 

法人税等の支払額   △1,167,892 △1,560,180 △2,186,006 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,995,220 3,730,349 5,595,371 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

有価証券の取得によ
る支出  

  － － △499,228 

有価証券の償還によ
る収入  

  － 499,351 － 

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,760,340 △2,333,416 △3,561,778 

無形固定資産の取得
による支出 

  △81,794 △81,793 △348,478 

保証金等の差入によ
る支出 

  △741,693 △682,862 △1,435,542 

保証金等の返還によ
る収入 

  162,804 115,149 219,579 

その他   13,810 28,075 △19,781 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,407,213 △2,455,494 △5,645,229 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

長期借入金の返済に
よる支出 

  △650,500 △350,500 △1,001,000 

株式の発行による収
入 

  5,777 9,983 11,150 

配当金の支払額   △213,149 △284,322 △213,149 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △857,872 △624,839 △1,202,999 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  0 0 8,373 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加・減少（△）額 

  △1,269,865 650,015 △1,244,483 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  5,913,862 4,669,379 5,913,862 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  4,643,997 5,319,394 4,669,379 

         



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

 満期保有目的有価証券 

 償却原価法（定額法）によっ

ております。 

(1）有価証券 

      同左 

(1）有価証券 

      同左 

  

  (2）たな卸資産 

商品及び貯蔵品 

 月次総平均法による原価法に

よっております。 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

  (3）デリバティブ 

 原則として時価法によってお

ります。 

(3）デリバティブ 

同左 

(3）デリバティブ 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は建物８

～18年、工具器具及び備品５～

８年であります。 

   

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

(会計方針の変更）  

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ31,840千円減少しておりま

す。   

（追加情報）  

 法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％

に達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

 これによる営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益に与え

る影響は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は自社利

用ソフトウェア５年でありま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 一定期間にわたり均等償却し

ております。 

 なお、主な償却年数は３～５

年であります。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等の特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を検討して計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、将来における支給

見積額のうち当中間会計期間対

応分相当額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、将来における支給

見積額のうち当期対応分相当額

を計上しております。 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員への退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中間

会計期間末要支給額を計上して

おります。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員への退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

４．外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、為替予約の振当処理の対

象となっている外貨建金銭債権債

務は、当該為替予約の円貨額に換

算しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 なお、為替予約の振当処理の対

象となっている外貨建金銭債権債

務は、当該為替予約の円貨額に換

算しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を

採用しております。ただし、外

貨建金銭債務をヘッジ対象とす

る為替予約については振当処理

によっており、金利スワップに

ついては特例処理を採用してお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   外貨建金銭債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワップ   支払利息 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場変動リ

スクを回避する目的で、デリバ

ティブ取引に関する権限規程及

び取引限度額を定めた内部規程

に基づき、一定の範囲内でヘッ

ジ取引を行っております。 

 また、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で、資金調達

時の取締役会決議に基づき、個

別契約毎にヘッジ取引を行って

おります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性の評価 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ローの変動の累計と、ヘッジ手

段のキャッシュ・フローの変動

の累計を、半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にしてヘ

ッジ有効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理によって

いる金利スワップについては、

有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性の評価 

同左 

(4）ヘッジ有効性の評価 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表 

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

 平成17年12月９日）を適用しており

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は23,136,334千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

     ──────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は24,380,313千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

13,576,446千円 15,439,585千円 14,568,954千円 

※２．消費税等の取り扱い ※２．消費税等の取り扱い ※２． ――――――――― 

 仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

同左  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,264千円 

受取補償金 11,822千円 

プリペイドカード

失効益 

42,067千円 

受取利息 6,153千円 

受取補償金 18,849千円 

プリペイドカード

失効益 

55,963千円 

受取利息 6,120千円 

受取補償金 60,558千円 

プリペイドカード

失効益 

96,316千円 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 29,666千円 支払利息 24,422千円 支払利息 56,486千円 

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの 

減損損失 87,374千円 減損損失 102,154千円 役員退職慰

労引当金繰

入額 

150,000千円 

固定資産除

却損 
119,362千円 

減損損失 107,071千円 

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 

有形固定資産 1,074,431千円 

無形固定資産 79,962千円 

有形固定資産 1,250,759千円 

無形固定資産 119,968千円 

有形固定資産 2,354,061千円 

無形固定資産 191,947千円 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

  

※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

  

※５．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

  

用途 種類 場所 金額 

店舗  建物他  大阪府  
27,009 

 千円 

店舗  建物他  埼玉県  
19,552 

千円 

店舗  建物他  その他  
40,812 

千円 

計 
87,374 

千円 

用途 種類 場所 金額 

店舗  建物他  福岡県 
 22,717 

 千円 

店舗  建物他  大阪府 
  20,488 

千円 

店舗  建物他  その他 
58,948 

千円 

計 
  102,154 

千円 

  

用途 種類 場所 金額 

店舗 
建物

他  

大阪

府  

28,613 

千円 

店舗 
建物

他  

埼玉

県  

20,041 

  千円 

店舗 
建物

他  

その

他  

 58,416 

千円 

計 
    107,071 

千円 

 当社は、店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っております。営業

損失が継続している店舗について帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損

失に計上いたしました。その内訳

は、建物 73,217千円、工具器具及び

備品 13,416千円、長期前払費用 740

千円であります。 

 なお、資産グループごとの回収可

能価額は主として使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを５％で割り引いて算定しており

ます。 

  

 当社は、店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っております。営業

損失が継続している店舗について帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損

失に計上いたしました。その内訳

は、建物 87,134千円、工具器具及び

備品 15,020千円であります。 

 なお、資産グループごとの回収可

能価額は主として使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを６％で割り引いて算定しており

ます。 

 当社は、店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っております。営業

損失が継続している店舗について帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損

失に計上いたしました。その内訳

は、建物82,827千円、工具器具及び

備品17,349千円、電話加入権6,154千

円、長期前払費用740千円でありま

す。 

 なお、資産グループごとの回収可

能価額は主として使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを５％で割り引いて算定しており

ます。   



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加370株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．当中間会計期間減少は、新株予約権の行使及び退職による権利喪失によるものであります。 

２．新株予約権を行使することができる期間の初日（平成19年６月25日）が到来していないため、 

  当中間会計期間減少は、退職による権利喪失によるものであります。 

  

  ３. 配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

  

   （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

      該当事項はありません。   

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式  （注） 1,420,999 370 － 1,421,369 

合計 1,420,999 370 － 1,421,369 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる  

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計期

間末残高 

（千円） 
前事業年度末 

当中間会計期

間増加  

当中間会計期

間減少(注）1

当中間会計期

間末  

 提出会社 平成13年２月28日臨時株主総会 

決議に基づく新株引受権  
  普通株式 5,770 － 236 5,534 － 

平成14年６月25日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 
  普通株式 6,290 － 390 5,900 － 

平成15年６月24日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権  
  普通株式 5,404 － 364 5,040 － 

平成16年６月22日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 
  普通株式 7,192 － 426 6,766 － 

平成17年６月24日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 (注）2 
  普通株式 8,360 － 563 7,797 － 

 合計  － 33,016 － 1,979 31,037 － 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年６月27日 

 定時株主総会 
普通株式     213,149        150  平成18年３月31日  平成18年６月27日



 当中間会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加497株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．当中間会計期間減少は、新株予約権の行使及び退職による権利喪失によるものであります。 

  

  

  ３. 配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

  

   （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

      該当事項はありません。   

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式  （注） 1,421,613 497 － 1,422,110 

合計 1,421,613 497 － 1,422,110 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる  

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計期

間末残高 

（千円） 
前事業年度末 

当中間会計期

間増加  

当中間会計期

間減少(注）1

当中間会計期

間末  

 提出会社 平成13年２月28日臨時株主総会 

決議に基づく新株引受権  
  普通株式 5,472 －  135 5,337 －  

平成14年６月25日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 
  普通株式 5,646 －  254 5,392 －  

平成15年６月24日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権  
  普通株式 4,827 －  240 4,587 －  

平成16年６月22日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 
  普通株式 6,457 －  301 6,156 －  

平成17年６月24日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権   
  普通株式 7,303 －  293 7,010 －  

 合計  － 29,705 －  1,223 28,482 －  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年６月27日 

 定時株主総会 
普通株式          284,322             200  平成19年３月31日  平成19年６月28日



 前事業年度 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加614株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．当事業年度減少は、新株予約権の行使及び退職による権利喪失によるものであります。 

２．新株予約権を行使することができる期間の初日（平成19年６月25日）が到来していないため、 

  当事業年度減少は、退職による権利喪失によるものであります。 

  

  ３. 配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

  

   （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式  （注） 1,420,999 614 － 1,421,613 

合計 1,420,999 614 － 1,421,613 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる  

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年度末

残高 

（千円） 
前事業年度末 

当事業年度増

加  

当事業年度減

少(注）1 
当事業年度末  

 提出会社 平成13年２月28日臨時株主総会 

決議に基づく新株引受権  
  普通株式 5,770 －  298 5,472 －  

平成14年６月25日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 
  普通株式 6,290 －  644 5,646 －  

平成15年６月24日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権  
  普通株式 5,404 －  577 4,827 －  

平成16年６月22日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 
  普通株式 7,192 －  735 6,457 －  

平成17年６月24日定時株主総会 

決議に基づく新株予約権 (注）2 
  普通株式 8,360 －  1,057 7,303 －  

 合計  － 33,016 －  3,311 29,705 －  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年６月27日 

 定時株主総会 
普通株式          213,149             150  平成18年３月31日  平成18年６月27日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
 普通株式 284,322 利益剰余金 200 平成19年３月31日 平成19年６月28日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金 4,144,392千円 

有価証券 499,605千円 

現金及び現金同

等物 4,643,997千円 

現金及び預金 4,320,402千円 

有価証券 998,992千円 

現金及び現金同

等物 5,319,394千円 

現金及び預金 4,169,550千円 

有価証券 499,828千円 

現金及び現金同

等物 4,669,379千円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器
具及び
備品 

368,537 246,184 122,352 

建物 201,600 4,120 197,480 

無形固
定資産
(ソフト
ウェア) 

29,862 26,638 3,223 

合計 599,999 276,942 323,056 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器
具及び
備品 

180,084 118,948 61,135

建物 459,793 23,870 435,923

無形固
定資産
(ソフト
ウェア) 

348 333 14

合計 640,226 143,153 497,073

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器
具及び
備品 

265,428 180,093 85,335

建物 459,793 12,434 447,359

ソフト
ウェア 

10,617 10,081 535

合計 735,840 202,609 533,230

（注）取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）     同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 74,887千円 

１年超 248,168千円 

合計 323,056千円 

１年内 53,266千円 

１年超 443,806千円 

合計 497,073千円 

１年内 64,254千円 

１年超 468,976千円 

合計 533,230千円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）     同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

支払リース料 59,891千円 

減価償却費相当額 59,891千円 

支払リース料 36,215千円 

減価償却費相当額 36,215千円 

支払リース料 103,813千円 

減価償却費相当額 103,813千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

  同左 

（減損損失について） 

 同左 



（有価証券関係） 

     前中間会計期間末 （平成18年９月30日現在) 

     時価評価されていない有価証券の内容 

     当中間会計期間末 （平成19年９月30日現在) 

     時価評価されていない有価証券の内容 

     前事業年度末 （平成19年３月31日現在) 

     時価評価されていない有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

  デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

  デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 499,605 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 998,992 

  貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 999,180 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（千円） 

時価（千円） 
評価損益
（千円） 

通貨 為替予約取引 127,625 137,800 10,174 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 
第１回 

新株引受権 
第１回 

新株予約権 
第２回 

新株予約権 
第３回  

新株予約権  
 第４回 

 新株予約権 

付与対象者の区

分及び人数 

 当社の取締役 

５名 

  

  

  

  

  

  

  

  

 当社の従業員 

1,462名  

 当社の従業員 

3,093名  

 当社の従業員 

3,145名  

 当社の従業員 

3,562名  

 当社の従業員 

4,001名  

ストック・オプ

ションの数 

 普通株式 

10,170株 

 普通株式 

11,345株 

普通株式 

 8,382株 

普通株式 

 9,860株 

普通株式 

 9,906株 

付与日 平成13年２月28日 平成14年６月25日 平成15年６月24日  平成16年７月９日  平成17年６月24日

権利確定条件 

 新株引受権を付

与された者は、権

利行使時において

も当社の取締役又

は使用人の地位で

あることを要す

る。 

 また、原則とし

て、行使期間中に

取締役又は使用人

の地位を喪失した

場合でも地位喪失

時の属する月の末

日より３ヶ月以内

において権利行使

することができ

る。 

 さらに、新株引

受権を付与された

者が行使期間中に

死亡した場合に

は、相続人は死亡

時より６ヶ月以内

に限り権利行使す

ることができる。 

 その他の条件に

ついては、当社と

付与対象取締役及

び使用人との間で

締結する新株引受

権付与契約に定め

る。 

 新株予約権者

は、権利行使時に

おいても当社の使

用人の地位である

ことを要する。 

 また、当社の使

用人の地位を喪失

した場合でも地位

喪失時の属する月

の末日より３ヶ月

以内において権利

行使することがで

き、使用人の地位

を離れた後、直ち

に当社の取締役又

は監査役に就任し

たときは、当該取

締役又は監査役の

地位を有する間、

権利行使すること

ができる。 

 さらに、新株予

約権者が行使可能

期間中に死亡した

場合には、相続人

は死亡時より６ヶ

月以内に限り権利

行使することがで

きる。 

 その他の条件に

ついては、当社と

割当対象者との間

で締結する新株予

約権割当契約に定

める。 

  新株予約権者

は、権利行使時に

おいても当社の使

用人の地位である

ことを要する。 

 また、当社の使

用人の地位を喪失

した場合でも地位

喪失時の属する月

の末日より３ヶ月

以内において権利

行使することがで

き、使用人の地位

を離れた後、直ち

に当社の取締役又

は監査役に就任し

たときは、当該取

締役又は監査役の

地位を有する間、

権利行使すること

ができる。 

 さらに、新株予

約権者が行使可能

期間中に死亡した

場合には、相続人

は死亡時より６ヶ

月以内に限り権利

行使することがで

きる。 

 その他の条件に

ついては、当社と

割当対象者との間

で締結する新株予

約権割当契約に定

める。 

  新株予約権者

は、権利行使時に

おいても当社の使

用人の地位である

ことを要する。 

 また、当社の使

用人の地位を喪失

した場合でも地位

喪失時の属する月

の末日より３ヶ月

以内において権利

行使することがで

き、使用人の地位

を離れた後、直ち

に当社の取締役又

は監査役に就任し

たときは、当該取

締役又は監査役の

地位を有する間、

権利行使すること

ができる。 

 さらに、新株予

約権者が行使可能

期間中に死亡した

場合には、相続人

は死亡時より６ヶ

月以内に限り権利

行使することがで

きる。 

 その他の条件に

ついては、当社と

割当対象者との間

で締結する新株予

約権割当契約に定

める。 

  新株予約権者

は、権利行使時に

おいても当社の使

用人の地位である

ことを要する。 

 また、当社の使

用人の地位を喪失

した場合でも地位

喪失時の属する月

の末日より３ヶ月

以内において権利

行使することがで

き、使用人の地位

を離れた後、直ち

に当社の取締役又

は監査役に就任し

たときは、当該取

締役又は監査役の

地位を有する間、

権利行使すること

ができる。 

 さらに、新株予

約権者が行使可能

期間中に死亡した

場合には、相続人

は死亡時より６ヶ

月以内に限り権利

行使することがで

きる。 

 その他の条件に

ついては、当社と

割当対象者との間

で締結する新株予

約権割当契約に定

める。 

対象勤務期間  ２年間  ２年間  ２年間  ２年間  ２年間 

権利行使期間 
自 平成15年３月１日 自 平成16年６月26日  自 平成17年６月25日 自 平成18年６月23日 自 平成19年６月25日 

至 平成23年２月28日 至 平成24年６月24日 至 平成25年６月23日 至 平成26年６月21日 至 平成27年６月24日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  

（持分法損益等） 

 
 第１回 

 新株引受権 
第１回  

新株予約権  
第２回  

新株予約権  
 第３回 

新株予約権  
 第４回 

新株予約権  

権利確定前   

（株） 
         

前事業年度末 5,770 6,290 5,404 7,192 8,360 

付与 － － － － － 

失効 － － － － 1,057 

権利確定 5,770 6,290 5,404 7,192 － 

未確定残 － － － － 7,303 

権利確定後   

（株） 
         

前事業年度末 － － － － － 

権利確定 5,770 6,290 5,404 7,192 － 

権利行使 225 214 119 56 － 

失効 73 430 458 679 － 

未行使残 5,472 5,646 4,827 6,457 － 

  
 第１回 

新株引受権 

  第１回 

新株予約権  

 第２回 

新株予約権  

 第３回 

新株予約権  

 第４回 

新株予約権  

 権利行使価格

(円) 
6,500 30,500 12,980 28,870 30,650 

行使時平均株価

(円) 
53,259 54,713 53,705 55,025 － 

 付与日における

公正な評価単価

(円) 

－ － － － － 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産

額 
16,471.92円 

１株当たり中間純

利益金額 
895.45円 

１株当たり純資産

額 
18,515.69円 

１株当たり中間純

利益金額 
1,473.09円 

１株当たり純資産

額 
17,325.36円 

１株当たり当期純

利益金額 
1,766.86円 

   

 （追加情報） 

「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）が平成18年

１月31日付で改正されたことに伴

い、当中間会計期間から繰延ヘッ

ジ損益（税効果調整後）の金額を

普通株式に係る中間期末の純資産

額に含めております。 

 なお、前中間会計期間に係る中

間財務諸表において採用していた

方法により算定した当中間会計期

間の１株当たり純資産額は

16,277.50円であります。  

潜在株式調整後１

株当たり中間純利

益金額 

884.65円 

       

       ────────── 

潜在株式調整後１

株当たり中間純利

益金額 

1,455.77円 

  

  （追加情報） 

 「１株当たり当期純利益に関する 

 会計基準の適用指針」（企業会計 

 基準適用指針第４号）が平成18年 

 １月31日付で改正されたことに伴 

 い、当事業年度から繰延ヘッジ損 

 益（税効果調整後）の金額を普通 

 株式に係る事業年度末の純資産額 

 に含めております。 

  なお、前事業年度に係る財務諸 

 表において採用していた方法によ 

 り算定した当事業年度の１株当た 

 り純資産額は17,149.75円でありま 

 す。   

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

1,744.98円 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 1,272,686 2,094,474 2,511,291 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円） 
1,272,686 2,094,474 2,511,291 

期中平均株式数（株） 1,421,283 1,421,827 1,421,327 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 17,352 16,903 17,826 

（うち新株予約権（株）） (17,352) (16,903) (17,826) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

該当事項はありませ

ん。 

同左 同左 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第12期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月４日関東財務局長に提出 

 事業年度（第12期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3) 半期報告書の訂正報告書  

  平成19年12月５日関東財務局長に提出 

  中間会計期間（第12期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(4) 有価証券報告書の訂正報告書   

  平成19年12月５日関東財務局長に提出 

    事業年度（第12期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成18年12月13日 

スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桃崎 有治  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北村 嘉章  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているスタ

ーバックス コーヒー ジャパン 株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１２期事業年度の中

間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成19年12月11日 

スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桃崎 有治  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北村 嘉章  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているスターバックス コーヒー ジャパン 株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１３期事

業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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